
※表記について ・市と法人とで引き続き検討を要する事項 
 

1 
 

第一期中期目標と第二期中期目標・計画（案） 

 

前文 前文 

大学の基本的な理念 全ての市民が誇りに思う・愛着の持てる大学をめざす 
 
今日の社会状況の変化は著しく、あらゆる分野で従来の組織・枠組みの改革・転換が迫られている。

科学技術立国をめざす我が国の基盤をなす高等教育の担い手である大学にあっても、時代や社会の状況

に的確に対応し、市民・社会のニーズに応え、自ら問題を提起し、解決策を提示するなど、その知的資

産を広く社会に還元していく形態へと変わらなければならない。 
 
とりわけ「公立大学法人名古屋市立大学」は、名古屋市を設立団体とし、名古屋市民によって支えら

れる市民のための大学であり、教育・研究の一層の推進と活性化を図ることにより、全ての市民が「誇

りに思う・愛着の持てる」大学像を作り上げ、生活、環境、文化、産業等のあらゆる分野において、魅

力ある地域社会づくりに貢献していく使命をもつ。 
 
すなわち名古屋市立大学は、知の創造と継承をめざして真理を探究し、これに基づく教育を通じて社

会に貢献することのできる有為な人材を育成するとともに、その成果を広く社会に還元することにより、

科学・技術、芸術・文化、産業・経済の発展及び市民福祉の向上に寄与していく。また、常に社会に開

かれ、市民が集い市民と共に歩む広場（Ａｇｏｒａ）として機能し、市民の幸せの実現、地域社会の活

性化、ひいては我が国及び国際社会の発展に貢献することをめざす。 
 
以上の基本的な理念を実現し、公立大学法人名古屋市立大学がその個性を発揮していくため、特に、

次の 2 つの分野に関する教育・研究及び社会貢献活動に率先して取り組む。 
 

 1  医学、薬学、看護学という健康と福祉に関する学術分野を揃えた我が国唯一の公立の大学であるこ

とから、この特徴を活かし、医療、創薬を中心に、次世代育成や高齢者の健康づくりの支援、医療経

済、ユニバーサルデザインの振興など、健康と福祉に関連する多くの学術分野を含めた全学的な取組

みを推進することにより、広く「市民の健康と福祉の向上に貢献する大学」をめざす。 
 
 2  2 1世紀の社会においては、人類共通の課題である「地球環境の保全」に取り組んでいかなければな

らない。 
名古屋市立大学は、これまで蓄積してきた様々な知的資源を活かしつつ、持続可能な社会の形成に

向け、広範な環境問題の解決のため、教育・研究、社会貢献、大学運営の各活動に取り組み、「環境問

題の解決に挑戦し、貢献する大学」をめざす。 
 
 

大学の基本的な理念 全ての市民が誇りに思う・愛着の持てる大学をめざす 
 
今日の人類社会の共通の課題のひとつは、それ自身がつくりだしたかつてない社会と自然の環境の変

化による諸問題を克服し、限りある環境・資源と社会の発展を調和させた持続可能な共生社会を形成す

ることである。 
 名古屋市を設立団体とする公立大学法人名古屋市立大学は、この持続可能な共生社会の形成の一助と

なるべく、高等教育研究機関にふさわしい知的創造力を以て、諸課題の解決に全力を挙げて取り組むと

ともに、こうした取り組みなどを通じ、魅力ある地域社会づくりに貢献することにより、「全ての市民が

誇りに思う・愛着の持てる」大学像を着実に実現していく使命をもつ。 
 
 以上の基本的な理念の下、第一期中期目標期間においては、知の創造と継承をめざして真理を探究し、

これに基づく教育を通じて社会に貢献することのできる有為な人材を育成するとともに、広く市民と連

携し、地域・国際社会にその成果を還元することに努めるとともに、科学・技術、芸術・文化、産業・

経済の発展と市民福祉の向上に寄与するため、とりわけ市民の健康と福祉の向上と、環境問題の解決へ

の挑戦に、率先して取り組んできた。 
 
第二期中期目標期間においては、第一期中期目標による法人・大学運営の実績を踏まえ、次の教育・

研究及び社会貢献活動に率先して取り組む。 
 
１）名古屋市立大学は、医・薬・看護の医療系三学部を有する我が国唯一の公立大学として、その特性

を生かし、市民の健康と福祉の向上に資する研究教育課題に積極的に取り組む。 
 
２）名古屋市立大学は、その教育・研究機能を通じて、その歴史と実績を活かして、次世代育成支援、

地球環境の保全と社会環境の整備発展に関わる研究教育に重点的に取り組む。 
 
３）名古屋市立大学は、名古屋市民によって支えられる市民のための大学であることから、市民及び地

域への教育研究成果の還元を通じて、名古屋市の行政課題の解決を始めとした地域社会の発展に寄与

する。 
 
 これらの取り組みを安定して推進する基礎として、名古屋市立大学は教育力、研究力を強化するとと

もに、それを支える大学の運営基盤を整備する。 
 

第一期中期目標 第二期中期目標（案） 

資料２－２
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Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織  

第 1  中期目標の期間  

平成 18 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までとする。なお、本中期

目標の達成に向けた具体的取組みを示す中期計画及び年度計画を公立大学

法人名古屋市立大学が策定するに当たっては、数値目標と実施年度の目標を

定めて実施するものとする。  

 

第 2  教育研究上の基本組織  

この中期目標を達成するために、名古屋市立大学に、別表に記載する学部

及び研究科並びに附属病院及び自然科学研究教育センターを置く。 

第 1 中期目標の期間 

平成 24 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までとする。なお、本中期

目標を達成するための計画である中期計画を公立大学法人名古屋市立大学

が策定するに当たっては、数値目標と実施年度の目標を定めて実施するもの

とする。 

 

第 2  教育研究上の基本組織  

名古屋市立大学に、別表に記載する学部及び研究科並びに附属病院及び自

然科学研究教育センターを置く。 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき

措置 

Ⅱ－第１ 教育に関する目標 Ⅱ－第１ 教育に関する目標 Ⅰ－第１ 教育に関する目標を達成するための措置 

教育は、大学の最も重要な使命であり、あらゆる機会を通じて幅広い視野

と教養、「共生」の精神、豊かな創造性を身につけた人材を育成する。また、

高度な知識と技術を身につけ、目的意識と主体性を持って、地域社会及び国

際社会に貢献することができる人材を育成する。 

教育は、学部・大学院を問わず、大学が社会や学生・大学院生に対して果

たす最優先の責務であり、その強化に取り組む。そして、あらゆる機会を通

じて幅広い視野と教養、「共生」の精神、豊かな創造性を身につけた人材を

育成する。また、高度な知識と技術を身につけ、目的意識と主体性を持って、

地域社会及び国際社会に貢献することができる人材を育成する。 

 

１ 教育の内容等に関する目標 

(1) 入学者受入れの方針 

ア 学部教育 

勉学への強い意欲を持ち、十分な基礎学力を備え、人間性に優れた、将来、

地域や社会で活躍できる適性を持った多様な人材を選抜する。 

イ 大学院教育 

基本的な専門知識と技術を持ち、高度な専門性と国内外で活躍する意欲と

適性を備えた、多様な能力や経歴を有する人材を選抜する。 

(2) 教育内容 

ア 学部教育（教養教育） 

教養教育では、社会の一員として自己のあり方を認識し、社会全体の幸福

の実現に向けて貢献できるような人間形成を図ることを目標とする。そのた

め、総合大学としての特性を活かした全学的・学際的な教養教育体制の確立

を図り、次の項目を重点的に実施する。 

(ｱ) 人類の歴史と文化を継承すべき社会人としての教養を涵養する。 

(ｲ) 地球規模的な視野、総合的な判断力を養成し、今日的問題意識を涵養す

る。 

(ｳ) 自然と共生し、生命あるものを慈しむ豊かな人間性を涵養する。 

(ｴ) 専門教育に円滑に進むための基礎的学力の修得を図る。 

１ 教育の内容及び教育の成果に関する目標 

(1) 学士課程 

ア 入学者選抜においては、十分な基礎学力を備えていることを重視し、勉

学への強い意欲を持ち、将来、豊かな人間性を涵養し、地域や社会で活躍

できる適性を持った多様な人材を確保する。 

 

１ 教育内容及び教育の成果に関する目標を達成するための措置 

(1) 学士課程 

ア 入学者選抜 

・優れた志願者を募るための、入学者受入方針（アドミッション・ポリシ

ー）の更なる明確化と社会への周知の徹底 

・出願状況や入学者の追跡調査等のきめ細かな分析を、入試方法の点検・

改善、入試広報の充実へ反映 
イ 教養教育では社会の一員として自己のあり方を認識し、社会全体の幸福

の実現に向けて貢献できるような人間形成を図る。 

また、総合大学の特性を活かした全学的学際的な教育体制を構築するこ

とで、大学教育の基礎となる重要な課程である教養教育を体系化し強化す

る。 

イ 教養教育 

・大学教育の基礎をなす一般教養を涵養する教育の充実 

・専門教育に対応できる基礎学力の収得 

・教養教育における語学力教育体制の強化と学生の語学力向上 

・情報処理通信技術を活用した教育プログラムの構築 

ウ 専門教育では、各学部が掲げる教育目的を達成するために、教育内容の

さらなる体系化と充実を図り、それぞれの分野で活躍し、地域や社会に貢

献しうる人材を育成する。 

 

ウ 専門教育 

・各学部の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）の明確化と、教

育プログラム策定による専門性・学際性を育む教育の実施 

・GPA（単位当たりの成績評価制度）に基づく進級基準及び卒業判定基準の

導入による、より厳格な成績評価の実施 

・学部・学科の枠を越えた共通科目、大学間の単位互換などによる、幅広

い知識を習得できる仕組みの充実 

第一期中期目標 第二期中期目標（案） 第二期中期計画（案） 
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(ｵ) 高度情報化社会に対応できる基礎的知識の修得を図る。 

(ｶ) 基本的コミュニケーション能力の修得を図るとともに、国際社会におけ

る相互の文化について理解を深める。 

イ 学部教育（専門教育） 

専門教育では、それぞれの分野で活躍し、社会に貢献しうる人材を育成す

ることを目的として、各学部の特性に応じ、次の項目を目標として掲げ、実

施する。 

(ｱ) 学部専門教育の到達水準を明確にし、それを推進するためのカリキュラ

ム編成を行う。 

(ｲ) 課題探究・解決能力を備えた創造性豊かな人材を育成する教育を推進す

る。 

(ｳ) 学生の学習意欲に柔軟に対応するため、単位互換・課外学習・交流協定

に基づく海外派遣など多様な履修体系の推進を図る。 

(ｴ) 英語による専門教育や国家資格等の取得を念頭においた専門教育の体

系の整備・充実を図る。 

ウ 大学院教育 

大学院教育では、高度専門職業人の育成に努めるとともに、創造力豊かな

若手研究者の育成により、高度かつ先進的な国際水準の研究レベルを有した

人材を育成する。そのため、各研究科の特性に応じ、次の項目を目標として

掲げ、実施する。 

(ｱ) 基礎的、先端的な教育・研究を行い、大学院教育の充実を図る。 

(ｲ) 研究科間及び大学間の連携など、学内外と広く連携することにより、学

際的な大学院教育を推進する。 

(ｳ) 研究活動を通じて、次代を担う若手研究者の育成を図る。 

(ｴ) 高度な専門性を持つ職業人を育成する。 

(ｵ) 社会人のより高度な学習需要への対応を図る。 

(3) 成績評価 

授業科目ごとの学習目標、成績評価基準等を明らかにし、達成度による公

正な成績評価を行い、適切な単位認定、進級・卒業判定を行う。 

・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）の策定・公表 

(2) 大学院課程 
ア 入学者選抜においては、基本的な専門知識と技術を持ち、高度な専門性

と国内外で活躍する意欲と適性を備えた、多様な能力や経歴を有する人材

を確保する。 

 

 

 

 

 

 

(2) 大学院課程 

ア 入学者選抜 

・優れた志願者を募るための、入学者受入方針（アドミッション・ポリシ

ー）の更なる明確化と、社会への周知の徹底 

・出願状況の分析結果を、入試方法の点検・改善、入試広報の充実へ反映

・入学定員や入学試験実施体制等の見直しによる適正な定員充足率の維持

イ 大学院教育では、大学院生への研究指導は研究活動の活性化の一環であ

るとの認識に基づき、高度な専門性と学際的視点を備えた研究者及び職業

人を育成する。 

イ 大学院教育 
・各研究科の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）の明確化と、

教育プログラム策定による専門性・学際性を育む教育の実施 
・共同大学院の設置など、学内外での大学院の連携の充実 
・社会人の高度な学習需要に対応した教育の充実 
・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）の策定・公表 
・必要に応じた専攻課程の改廃、開設や規模（入学定員）の見直し 
・大学院生の研究環境整備及び研究資金の支援 

２ 教育の実施体制等 

(1) 教育実施体制 

ア 教養教育の充実・強化を図る全学的な推進体制を整備する。 

イ 体系的カリキュラムを実施するため、学部・研究科ごとに教育責任体制

を確立する。 

ウ 学内及び大学間での教育連携による単位互換を推進する。 

エ 学外の多様な人材を活用できるように、教育体制の構築を行う。 

２ 教育の実施体制等に関する目標 

(1) 教育実施体制 

社会的な要請や時代の変化などに対応して、教員配置、教育支援体制、カ

リキュラムなどの教育実施体制について常に戦略的検証・検討を行い、その

充実・強化に努めることにより、より適切な体制を確立する。 

 

 

２ 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

(1) 教育実施体制 

・「教育支援センター」の整備による体系的で全学的な教育支援体制の構築

・教育体制の点検と、全学的視点に立った適切な教員配置 

・人文社会学部の学科の社会的ニーズに即した再編による、現代的課題に

対応した学部教育強化、体制の設立 

・自然科学研究教育センターの教員の活用と強化による、地域の社会的ニ

ーズに応じた学部への改組の検討 
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(2) 教育環境 

ア 教育施設について、学生及び教職員にとって利用しやすい環境整備に努

める。 

イ 高度情報化社会に対応できる人材を育成するため、情報教育の環境を整

備する。 

 

(2) 教育環境 

教育施設について、学生及び教職員にとって利用しやすい環境整備に努め

るとともに、教育用情報環境を整備・拡充する。 

 

(2) 教育環境 

・教育関連の施設・設備の充実 

・情報通信技術を活用した教育環境の整備 

・自学自習環境の整備と電子図書館機能に重点を置く学習支援機能の充

実・強化 

(3) 教育の質の改善のためのシステム 

ア 教育に対する自己点検・評価、外部評価等を有効に活用し、教育内容や

方法等の改善を図る。 

イ 学生による教育評価を実施するとともに、それに基づく教員の教育内容

の改善に関する取組みを体系的に実施し、教育の質の向上を図る。 

(3) 教育の質の改善のためのシステム 

ア 教育に対する自己点検・評価、学生による教育評価、外部評価等を有効

に活用するとともに、ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ：教育方

法等を改善するための組織的な研究・研修等の取り組み）を体系的に実施

し、教員の教育能力の向上を図る。 

 

 

(3) 教育の質の改善のためのシステム 

・「教育支援センター」による FD への体系的取り組みとその効果検証の積

極的推進 

・新任教職員研修等の体系化された研修プログラムの整備 

・教員の教育活動の評価（自己点検・評価、学生による評価、その他の外

部評価）による教育内容の改善及び教育の質の向上のシステム作りと実

施 

イ 教務事務体制の整備・強化を行うとともに、教務事務スタッフの職能開

発を行い、教育支援能力の向上を図る。 

・教務事務体制の量的質的な整備・強化 

３ 学生への支援 

(1) 学習支援 

学習への意欲を増進させ、学習過程上の障害を解決できる体制を整えると

ともに、学生へのより良い情報伝達システムを構築する。 

(2) 就職支援 

学生の就職支援を強化し、学生の需要に的確に応えるため、支援体制と情

報提供の充実を図る。 

(3) 経済的支援 

勉学・研究意欲を持った学生・大学院生で経済的な支援を必要とする者に

対し、できる限り勉学等に専念できるよう、体系的な経済的支援に取り組む。 

(4) 生活支援・健康管理 

学生が利用しやすい生活相談体制や健康管理の支援体制を整備する。 

(5) 留学生、社会人学生、障害者等に対する支援 

ア 留学生が異なる生活環境や文化に対応できるよう、留学生に対する支援

を充実させる。 

イ 社会人学生に対する支援の強化を図る。 

ウ 障害者等に対する教育環境の改善を図る 

 

３ 学生への支援に関する目標 

(1) 多様な学生のニーズに応じた学習支援、就職支援、経済的支援、生活支

援及び心身の健康管理の支援を充実させる。 
 

３ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

・学生の自立的学習を促進するための環境及び学習支援体制の整備・充実

・学生・院生へのキャリア形成支援・就職支援の充実 

・多様な学生のニーズに応じた経済的支援・生活支援・健康管理支援の体

制の整備 

・障がい学生に対する学習支援への総合的取組み 

(2) 幅広い見識と豊かな人間性を涵養するため、学内外における学生の自主

的な社会貢献活動を奨励・支援する。 

 

・学生の自主的な社会貢献活動の奨励・支援 

Ⅱ－第２ 研究に関する目標 Ⅱ－第２ 研究に関する目標 Ⅰ－第２ 研究に関する目標を達成するための措置 

学術研究は、知の創造により将来を切り開く活動であり、基礎、応用、臨

床等の各研究の分野において、国内外に通用する先端的な研究活動を推進す

る。また、研究分野における選択と集中を図り、時代や社会の要請に対応し

た研究活動を推進する。 

学術研究は、知の創造により将来を切り開く活動であり、時代や地域・社

会の要請に対応した選択と集中に基づき、基礎、応用、臨床等の各研究の分

野において、国内外に通用する先端的な研究活動を推進する。 
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１ 研究水準及び研究の成果等 

(1) 基礎的、応用的、開発的研究の各分野において、世界の水準で競争でき

る研究活動を推進する。 

(2) 学部・研究科を越えた横断的・学際的な共同研究を積極的に進めるとと

もに、国際的共同研究プロジェクトへの参加を推進する。 

(3) 研究費の重点配分等を行うことによって、市民の健康と福祉の向上や環

境問題の解決に資する研究等を積極的に支援し、その成果を教育、社会福

祉、環境保全、産業振興、地域振興、共生社会の実現等に還元する。 

 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

(1) 基礎的、応用的、開発的研究の各分野において、世界の水準で競争でき

る研究活動を推進する。 

(2) 健康の維持増進、次世代育成支援、地球環境の保全、社会環境の整備発

展等に資する研究に重点的に取り組み、その成果を市民、地域・社会へ還

元する。 

 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

・各学部・研究科の特性を活かした研究の推進 

・学内外・国内外との横断的・学際的な協力体制の構築による共同研究の

積極的推進 

・大学の特性を活かしたプロジェクト研究等の推進による具体的成果の産

出 

・（研究成果の地域・社会への還元については、「Ⅰ－第３ 社会貢献等に関

する目標を達成するための措置」の「２ 産学官連携に関する目標を達

成するための措置」に記載） 

２ 研究の実施体制等 

(1) 研究成果の評価 

研究成果の評価システムを構築し、研究費・処遇等に反映させる。 

(2) 研究資金の獲得・配分 

ア 研究資金の一律配分を廃し、基礎的研究費の保証と重点的配分、とりわ

け研究成果の評価を反映させた配分へと転換を図る。 

イ 公的研究資金や民間研究資金を積極的に獲得するための組織的な支援

体制の構築を図る。とりわけ研究教育拠点形成型の大型研究資金の獲得に

全学的に取り組む。 

(3) 研究体制の整備 

ア 社会のニーズに対応するため、既存の研究領域の枠を越えた横断的・学

際的な研究分野の開拓や企業等との共同研究を推進することができる柔

軟な研究体制を構築する。 

イ 学内の「研究所」機能を強化するとともに、高度研究用機器の共同利用

を推進し、効率的な利用体制を確立する。 

ウ 各種指針、ガイドライン等に基づいて研究が行われる体制を充実する。 

(4) 知的財産の創出 

名古屋市立大学の特性を踏まえた知的財産の創出・管理・活用システムの

強化を図る。 

２ 研究の実施体制等に関する目標 

(1) 研究活動の支援体制を整備し、研究基盤を強化するとともに、外部資金

獲得に全学的に取り組む。特に社会のニーズが高い研究課題に対して、引

き続き研究費の重点的配分を行うとともに、全学的支援体制を構築して取

り組む。 

 
 

２ 研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

・大型外部資金獲得支援や大学の特性を活かすプロジェクト研究等への申

請支援の体制の強化 

・科学研究費補助金等への申請支援体制の強化 

・研究コンプライアンス制度の運用改善 

(2) 次世代を担う若手教員・女性教員・大学院生の研究支援体制を確立する。

 
・次世代を担う研究者育成のための研究環境の整備及び研究資金の支援 

 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 Ⅰ－第３ 社会貢献等に関する目標を達成するための措置 

名古屋市立大学の有する資源を活用し、「地域連携」や「産学官連携」を

通じて、市民、地域社会、企業等と協働し、名古屋都市圏の抱える課題や21

世紀の社会が抱える課題の解決に向けて取り組んでいく。とりわけ「市民

の健康と福祉の向上に貢献する大学」、「環境問題の解決に挑戦し、貢献す

る大学」として、社会貢献に積極的に取り組む。 

名古屋市立大学の有する資源を活用し、「地域貢献」や「産学官連携」を

通じて、市民、地域社会、企業等と協働し、名古屋市の行政課題の解決を

始めとした地域社会の発展に向けて取り組んでいく。 
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１ 市民・地域社会との連携 

(1) 市民・地域社会と大学との連携を進めるため、若者から高齢者まで地

域 社 会 の 幅 広 い 人 々 が 大 学 に 集 い 、 交 流 し 、 活 動 す る 広 場

（Ａｇｏｒａ）として大学の施設を提供する。また、一般市民から専門

職業人まで多様な生涯学習の要望に応えていくため、高等教育機関とし

ての特性を活かし、生涯学習の幅広い展開を図る。とりわけ、今後、高

齢期を迎える団塊の世代を始めとして、勉学や就労について意欲の高い

高齢者の社会参画や人材活用の視点を踏まえた社会貢献活動を推進す

る。 

(2) 次世代育成、高齢者の健康づくり、発達障害、ユニバーサルデザイン、

環境問題など市民や地域の課題等について、地域社会、行政、ＮＰＯ等

と連携した研究プロジェクトを推進する。 

１ 市民・地域社会への貢献に関する目標 

(1) 市民に対する生涯学習の幅広い展開を図るとともに大学の施設を提供

するなど、大学の財産を市民及び地域へ還元し、豊かな地域社会づくり

に寄与する。 

 

 

 

１ 市民・地域社会への貢献に関する目標を達成するための措置 

・公開講座等の充実による幅広い世代に対する生涯学習機会の提供 

・学校施設等の利用及び開放の推進による地域・市民の知的文化活動への

貢献 

(2) 地域のまちづくり活動に積極的に関わり、大学と地域が交流・連携し

たまちづくり活動を推進する。 

 

 

２ 産学官連携 

(1) 市民に支えられる大学として、名古屋市を始めとした名古屋都市圏の

自治体、行政機関等の政策の形成や発展に積極的に関わる。とりわけ、

健康と福祉の向上や環境問題の解決等に向け、行政等との連携を進める。 

(2) 初等中等教育を一層魅力あるものにするため、教育委員会等との協力

関係を強化する。 

(3) 産学連携を推進し、大学の持つ知的資産の企業等での活用を図り、科

学技術の進展等に貢献する。 

２ 産学官連携に関する目標 

(1) 行政との協働的な関係を築き、行政の政策ニーズと適合した地域課題へ

の提言などを通じて行政諸課題の解決や、名古屋市を中心とした名古屋

都市圏の発展に寄与する。 
 

２ 産学官連携に関する目標を達成するための措置 
・行政施策やまちづくりへの研究成果の還元 

・地域課題に対する調査・提言等 

(2) 初等中等教育及び生涯学習の充実の観点から、教育委員会との協力関係

を推進する。 
 

 

(3) 産学官連携を推進し、大学の知的資産の企業等での活用を図り、科学

技術の進展等に貢献する。 

・産学官連携活動の推進、各種イベントへの積極的参加による技術シーズ

の発信 

Ⅱ－第４ 国際交流に関する目標 Ⅱ－第４ 大学の国際化に関する目標 Ⅰ－第４ 大学の国際化に関する目標を達成するための措置 

国際感覚豊かな人材を育成するため、学生交流を推進するとともに、国

際的な共同研究、支援活動を推進し、地域の国際化への寄与や国際社会へ

の貢献を果たしていく。 

大学の教育研究機能の国際化を積極的に推進する。  
 

１ 海外の大学との大学間交流の充実を図るとともに、学生・教職員によ

る国際交流に対する支援体制を整備し、国際化をより一層推進する。 
 

・国際化推進拠点としての「国際交流センター（仮称）」の設置、組織の充

実 
・大学間交流協定による交流の充実 
・学生・教職員の交流推進 

２ 国際感覚豊かな人材を育成するとともに、国際的な共同研究、支援活

動を推進し、地域の国際化への寄与や国際社会への貢献を果たす。 
 

・海外公的機関などへの学生派遣、教員の国際的活動に対する支援 

・地域における国際交流活動などへの支援 

Ⅱ－第５ 附属病院に関する目標 Ⅱ－第５ 附属病院に関する目標 Ⅰ－第５ 附属病院に関する目標を達成するための措置 

附属病院は、医学部、薬学部及び看護学部を有する名古屋市立大学の特

性を活かし、地域の医療機関との連携のもとに、市民に最高水準の医療を

提供していく。 

附属病院は、大学病院としての特性を活かし、地域の医療機関との連携

のもとに、市民に最高水準の医療を提供していく。 
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１ 名古屋都市圏の基幹病院として、名古屋市が設置する保健・医療機関

との連携体制をつくりあげ、市民医療ネットワークを構築し、名古屋市

の保健・医療・福祉政策の要となる。 

２ 情報の共有と公開により医療の安全性を高め、市民が安全で、安心し

て受けられる医療を提供する。 

３ 医師等の養成を担う中核医療機関として、優れた見識と技能を持つ人

材を育成する。 

４ 医学部、薬学部及び看護学部等と連携した教育・研究を推進し、高度

先進医療を始めとした先端の医療技術を開発し、提供する。 

５ 教育研究機関としての機能を追求しつつ、財務・人事管理の両面にお

いて経営感覚を発揮して、健全な経営基盤を確立する。 

 

１ 高度かつ先進的で、安全安心な開かれた医療を提供する。 
 

１ 高度かつ先進的で、安全安心な開かれた医療の提供・診療体制の充実 

・診療体制の充実 
・チーム医療の推進 
・先進医療・高度医療の推進 
・医療機器の更新 
・病院設備の更新 
・次期病院情報システムの導入 
・医療安全・感染対策の推進 
・救急医療、周産期・小児医療、低侵襲手術を始めとする急性期病院とし

ての機能の強化 
・診療実績の開示の推進 
・情報発信の強化 

２ 名古屋市が設置する医療機関を始め、地域の医療機関等と相互協力関

係を強化し、社会貢献としての地域医療への支援など、地域住民の要請

に応えられる医療を提供する。 

２ 地域住民の要請に応えられる医療の提供 

・市立の病院との医療面での相互協力関係の強化 
・地域医療連携の推進や在宅医療機関との連携 

３ 高い倫理観と優れた技術・見識を有する医療人を育成する。 
 

３ 医療人の育成 

・後期研修医教育の強化 
・専門資格、専門知識を持った職員の育成 
・シミュレーションセンターの充実 

４ 教育研究機関としての機能を追求しつつ、病院の経営と運営の改善を

継続することにより、健全で安定的な運営体制を確保する。 

 

４ 健全で安定的な運営体制の確保 

・経営マネジメントの推進 
・患者アメニティ等、病院施設の改善 
・病院長の権限強化を図ることによる自主的運営体制の確立 

Ⅱ－第６ 情報システムの改善に関する目標   

情報システムの改善及び管理体制の一元化を進め、教育・研究支援体制

の強化、学生サービスの向上、広報の充実、大学運営の効率化を図る。 
項目を削除 項目を削除 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

法人化に当たり、必要なことは、大学運営に係るマネジメントシステム

の抜本的改革である。教職員の意識改革を進めるとともに、運営体制につ

いて着実な改革を推進する。 

第１ 運営体制の改善に関する目標 

理事長のリーダーシップが発揮できるよう、企画立案機能、補佐体制等

を強化した運営体制を確立する。 

第２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

教育・研究の進展や医療の進歩等による、社会的要請に対応した教育・

研究体制や診療体制の見直し、改善を行う。 

第３ 人事の適正化に関する目標 

１ 中長期的な人事計画を策定し、法人業務を効率的に遂行するために必

要な職員体制、人員（人件費）管理を確立する。 

Ⅲ－第１ 組織運営の改善に関する目標 

１ 企画立案機能を強化し、理事長のリーダーシップのもと、社会のニー

ズに迅速、的確かつ弾力的に対応できる運営体制を確立する。 

Ⅱ－第１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制 

・全学的な企画立案を担当する組織の充実 

・経営審議会、教育研究審議会、教授会の機能分担のもとでの役員会等に

よる機動的な合意形成・意思決定 

２ 中期的な人事計画を策定し、法人業務を効率的かつ安定的に遂行する

ために教育研究支援体制を始めとする必要な職員体制を確立するととも

に、適正な人員（人件費）管理を実施する。 

２ 人事 

・新たな分野や重要課題への対応のための人員確保と、社会状況の変化等

に合わせた弾力的かつ効率的な人員配置、並びに適正な人件費管理 

３ 大学にとって有用な人材を確保するとともに、人材育成制度を充実す

る。とりわけ、法人の自律的な運営の核となる固有職員の確保と育成を

図る。 

 

３ 人材確保 

・多様な雇用形態の活用や働き方のニーズへの的確な対応等による有用な

人材の確保 

・派遣職員から固有職員への切替えを図り、固有職員を中心とした職員体
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２ 公正で弾力的な採用方法により、大学にとって有用な人材を確保する

とともに、高度な専門性を有する職員の育成を図る。 

３ 教職員が多様な活動により大学や社会に貢献し、その貢献が公正に評

価される人事評価システム、服務制度を確立し、教職員のモラールアッ

プや地域社会等への貢献をめざす。 

４ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、女性教員の増加を図る。 

第４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

事務組織・職員配置の再編、見直し、外部委託の活用等により、事務処

理の効率化・合理化を推進する。 

 

 

 制を確立 

・研修制度の充実や昇任制度の拡大実施による固有職員の育成等 

４ 教職員の大学や社会への貢献を評価する人事評価システムを的確に実

施し、処遇等への反映に活用することで、教職員の士気の高揚や組織の

活性化を図り、教育・研究の充実・強化、地域社会等への貢献をめざす。

 
 

４ 教職員の評価 

・教員の業績評価制度の着実な実施 

・職員に対する新たな評価制度の検討 

Ⅲ－第２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

事務処理の定期的な点検、情報化等により、効率化・合理化を推進する。

Ⅱ－第２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

・職員の意識改革と、定期的な業務点検による業務の効率化、システム化

の推進 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標 

１ 企業会計原則に基づき財務内容に透明性を持たせ、効率的な経営を行

うことにより、法人の経営基盤の強化を図る。 

２ 法人の財務管理について、大学と附属病院の経営改善の成果が明確に

なり、それぞれの経営改善に反映できる仕組みを構築する。 

 

Ⅳ－第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標 

引き続き資金の透明性の確保に努めるとともに、適切な財務分析に基づ

く安定した財務運営の指標と指針を確立し、健全な法人運営を行うための

経営基盤の強化を図る。 

 

 

Ⅲ－第１ 財務にかかわる基本的考え方に関する目標を達成するための措

置 

・財務指標等を活用した財務分析に基づく大学と病院それぞれの特性を踏

まえた適切な経営改善策の実施 

第２ 外部研究資金その他の自主財源の確保に関する目標 

１ 科学研究費補助金、競争的研究資金、企業からの研究資金等の外部研

究資金の獲得を支援する体制を整備し、管理の集中化を図り、資金の流

れの透明性を高めるとともに、受け入れた経費の有効な活用を図る。 

２ 自主的・自律的な大学運営を行うため、自主財源の安定的な確保に努

める。 

第３ 経費の抑制に関する目標 

大学の業務全般について、業務の見直しを推進し、効率的・合理的な運

営に努め、経費の抑制を図る。 

Ⅳ－第２ 自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標 

法人運営に必要な自己収入の増加に努めるとともに、業務の見直しを推

進し経費の抑制を図る。 

Ⅲ－第２ 自己財源の確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための

措置 

・授業料等学生納付金についての適正な学生負担額の検討 

・病院収入確保の努力と多様な収入の獲得の推進による自己財源の拡充 

・業務の見直しやエネルギー使用量の削減努力による予算の効率的活用 

第４ 資産の運用管理の改善に関する目標 

全学的な視点に立った適正な運用管理システムを構築し、大学の保有す

る土地、施設、設備、知的財産等の資産の効率的・効果的な運用を図る。 

Ⅳ－第３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

法人運営の基盤となる土地・施設・設備等の資産の適正な運用管理のも

と、有効活用を進める。 

Ⅲ－第３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

・保有資産の正確な現状把握と学内の共同利用促進、並びに有償貸付拡大

などによる資産の効率的運用 

 

Ⅴ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標 Ⅴ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価、情報の提供等に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

第１ 評価の充実に関する目標 Ⅴ－第１ 評価の充実に関する目標 

自己点検・評価を充実するとともに、評価結果を公表し、大学運営の改

善を進める。 

Ⅳ－第１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

・部局単位及び教養教育の自己点検・評価の計画的実施、並びに認証評価

受審に向けた準備と法人全体の自己点検・評価の実施 

・自己点検・評価の結果の学内外への公表、並びに大学運営の改善への活

用 

自己点検・評価の結果等を公表し、大学運営の改善に結びつけるシステ

ム及び体制の確立を図る。 
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第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標 Ⅴ－第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標 

市民や社会に対する説明責任を果たすとともに、戦略的広報の充実を進

め、大学の持つ魅力を社会へ強く発信していく。 

Ⅳ－第２ 広報・情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

・大学間競争に競り勝つための広報組織の体制強化 

・ウェブサイト及び大学広報誌の充実化とパブリシティの推進 

・研究成果の公開推進 

市民や社会に対する説明責任を果たすとともに、研究成果や知的財産等、

大学の持つ資源を広く情報提供するため、広報体制を強化する。 

 

 

Ⅵ その他の業務運営に関する重要目標 Ⅵ その他の業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 Ⅵ－第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

良好なキャンパス環境を確保するため、施設・設備の整備・改修を計画

的に進める。 

 

 

 

Ⅴ－第１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

・建物の長寿命化と機能向上を含めたリニューアルを図るための再生整備

マスタープランの作成 

・耐震性能の劣る評価Ⅱ－1の建物の耐震改修の実施 

・更新計画に基づく老朽化した主要設備の更新 

・（教育に係る施設設備の整備については、「Ⅰ－第１ 教育に関する目標」

に記載） 

・（附属病院に係る施設設備の整備については、「Ⅰ－第５ 附属病院に関

する目標」に記載） 

中長期的な視点に立って、計画的な施設の整備・改修を進め、附属病院

を含め良好なキャンパス環境を形成する。 

第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標 Ⅵ－第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標 

１ 名古屋市立大学環境憲章の基本理念に沿って、環境負荷の低減と環境

保全に努め、教育研究活動を通じて次世代を育成し、社会に貢献する。 

Ⅴ－第２ 環境配慮、安全管理等に関する目標を達成するための措置 

１ 環境配慮 

・構成員に対する啓発活動の実施 

・地球温暖化対策としての CO2 削減、エネルギー消費削減 

・環境教育と人材育成の実施 

・環境対策につながる研究の推進 

・環境政策推進体制の整備 

１ 教職員・学生に対し、地球環境問題に関する意識の啓発を図るととも

に、環境に配慮した大学運営を行い、その取組みや成果を公表する。 

２ 施設管理、学生の安全確保など全学的な安全管理体制を整備するとと

もに、防災対策などの危機管理体制を強化・確立する。 

３ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、労働・研究環境等の整備を行う。 

２ 施設管理、学生の安全確保のほか、研究機関としての全学的な安全管

理体制を充実するとともに、防災対策などの危機管理体制を強化する。 
 

２ 安全管理 

・研究面における安全管理全体を総括する組織の設置 

・大規模災害に備えた危機管理等の各種マニュアルの再点検・整備、並び

に講習、訓練等の実施 

３ 学生・教職員その他大学内で働き学ぶあらゆる構成員に対するすべて

のハラスメントを防止し、その基本的人権を守るための制度の整備・運

用につとめ、学内からあらゆる人権侵害を追放する。 
 

３ 人権対策 

・ハラスメント等の人権侵害の防止に関して教職員の理解を深めるための

研修等の実施と、相談窓口等の充実 

４ 男女共同参画推進の趣旨を踏まえ、教育、研究及び労働環境の整備を

進めるとともに、女性教職員の増加や意思決定・政策立案過程への参画

を促進する。 
 

４ 男女共同参画 

・教育・研究と出産・育児の両立ができる就業環境の整備等による女性教

員比率の向上 

・意思決定・政策立案過程へ参画できるポストへの女性教職員の積極的登

用 

Ⅵ－第３ コンプライアンスの推進に関する目標 

倫理規範の遵守と業務の適正な執行を徹底し、社会的信頼を維持する。 
 

Ⅴ－第３ コンプライアンスの推進に関する目標を達成するための措置 

・倫理関係規程に関する理解の深化と大学職員としての職業倫理の浸透を

図るための継続的な意識啓発 

・適正な業務執行の徹底と内部統制機能の強化を図るための計画的な内部

監査の実施、並びに監査結果のフォローアップ 
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○市と法人とで引き続き検討を要する事項について 

 
市の中期目標（案） 法人の中期目標（案） 検 討 の 内 容 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 

１ 市民・地域社会への貢献に関する目標 (2)  ＜6 ページ＞ 

 地域のまちづくり活動に積極的に関わり、大学と地域が交流・連携

したまちづくり活動を推進する。 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 

２ 産学官連携に関する目標 (1)   

 教育委員会を始めとして行政との協働的な関係を築き、行政の政策

ニーズと適合した地域課題への提言などを通じて行政諸課題の解決

やまちづくり活動の推進に積極的に関わり、名古屋市を中心とした名

古屋都市圏の発展に寄与する。 

 市が目指す大学を中心としたまちづくり施策との関わりを検討し

た上で中期目標へ記載を行う予定。 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 

２ 産学官連携に関する目標 (2)  ＜6 ページ＞ 

 初等中等教育及び生涯学習の充実の観点から、教育委員会との協力

関係を推進する。 

Ⅱ－第３ 社会貢献等に関する目標 

２ 産学官連携に関する目標 (1)   

 教育委員会を始めとして行政との協働的な関係を築き、行政の政策

ニーズと適合した地域課題への提言などを通じて行政諸課題の解決

やまちづくり活動の推進に積極的に関わり、名古屋市を中心とした名

古屋都市圏の発展に寄与する。 

法人と教育委員会の間でどのような連携が可能か意見交換を行っ

ているところであり、連携の方向性を踏まえた上で中期目標へ記載を

行う予定。 

Ⅱ－第５ 附属病院等に関する目標 ＜6～7ページ＞ 

附属病院は、大学病院としての特性を活かし、地域の医療機関との

連携のもとに、市民に最高水準の医療を提供していく。 

１ 高度かつ先進的で安全安心な開かれた医療を提供する。 
２ 名古屋市が設置する医療機関を始め、地域の医療機関等と相互協

力関係を強化し、社会貢献としての地域医療への支援など、地域住

民の要請に応えられる医療を提供する。 

３ 高い倫理観と優れた技術・見識を有する医療人を育成する。 
４ 教育研究機関としての機能を追求しつつ、病院の経営と運営の改

善を継続することにより、健全で安定的な運営体制を確保する。 

Ⅱ－第５ 附属病院等に関する目標 

 大学の附属病院としての特色ある医療を通じて、広く地域や社会に

貢献する。 
１ 高度かつ先進的で高い技術を要する医療に積極的に取り組むと

ともに、質の高い安全安心な開かれた医療を提供する。 
２ 名古屋市が設置する医療機関を始め、地域の医療機関等と相互協

力関係を強化し、社会貢献としての地域医療への支援など、地域住

民の要請に応えられる医療を提供する。 

３ 高い倫理観と優れた技術・見識を有する医療人を育成する。 
４ 教育研究機関としての機能を追求しつつ、病院の経営と運営の改

善を継続することにより、健全で安定的な運営体制を確保する。 

 

附属病院に関する目標の１～４を包含する内容を記載する予定。

「最高水準の医療」という文言については、第一期中期目標でも記載

した文言であり、継続性が求められている一方、何をもって最高水準

の医療が提供されたか評価が困難な文言であることから、どのような

記載とするか検討中。 

※ 二重線は法人追加箇所 


